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第 1節

　2010年2月、外務省はODAのあり方についての検討を開始しまし
た。これはODAが国民の共感を十分に得ていないという認識に立ち、
国民の理解と支持を得るための見直しを行うことによって、ODAを
より戦略的、効果的に実施していくことを目指したものです。
　外務省にタスクフォースを設け、「国際協力の理念・基本方針」、「援
助の効果的・効率的実施」、「多様な関係者との連携」、「国民の理解・支
持の促進」、「JICA」といった5つの論点を中心に議論を重ねました。
加えて、経済界やNGO、日本にある国際機関の代表者、各界の有識
者の意見も聴取しながら作業を進めました。
　そして、2010年6月、「開かれた国益の増進－世界の人々とともに
生き、平和と繁栄をつくる：ODAのあり方に関する検討　最終とりま
とめ」を発表しました。　　

グローバル教育コンクール2009　外務大臣賞
（写真提供 ： 小川千鶴子）

ＯＤＡをめぐる環境の
変化と新たな援助理念
－�なぜ日本は開発途上国に援助
を行うのか？

外務省では、国際社会のニーズに即した戦略的で効果的な
開発援助を行うことを目指し、ODAのあり方を改めて検討しま
した。

第1章
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　第2次世界大戦後、日本は、国際
社会の平和と繁栄に貢献することが
日本の平和と繁栄をもたらすとの理
念に基づき、外交を進めてきました。
ODAはこうした日本の外交理念を実
現するための重要な手段でした。東
アジアの安定と成長に見られるように
ODAは開発途上国・地域の発展に大
きく貢献してきました。そのこと自体
が日本の外交にとって意味のあること
であり、ODAの対象地域が拡大する
につれて、日本の国際的地位の向上、
日本製品の市場拡大、対日感情の改
善など、日本自身もその恩恵を受けて
きました。また、日本のきめ細かい援
助そのものが国際社会から高く評価
されています。
　しかしながら、ODAを取り巻く環
境は、近年、国際的にも国内的にも大
きく変化しています。国際的には、国
境を越えてヒト、モノ、カネ、情報が
大量かつ迅速に移動するグローバル
化が急速に進んでいます。気候変動
をはじめとする環境問題や感染症、
テロなどのいわゆる地球規模課題も
増大し、日本の社会にも大きな影響
を与えています。日本のODAも、そ
の対象地域を東アジア中心からアフ
リカや中東を含む世界全体に広げる
ことが必要になったほか、国際社会の
新たな課題への対応が求められるよ

うになっています。
　また、経済面でも政治面でも、新
興国と呼ばれる国々が台頭してきて
います。開発途上国に対する支援は、
以前は先進国のODAによるものが中
心でしたが、近年、新興国の援助国、
そしてNGO・民間財団・企業などの非
公的部門による支援・活動の重要性が
高まっています。この結果、開発途
上国に流入する資金の面でも、先進
国のODAが占める比重は低下して
おり、開発問題全体の中でのODA
の役割も相対的に変化してきていま
す。新興国の台頭もあり、国際的な
資源や市場の獲得競争が激化し、相
対的に見ると日本の国際社会におけ
るプレゼンス（存在感）は低下しつつ
あります。
　こうした国際環境の下、日本の社
会と国民の暮らしは国際社会の在り
様とますます切り離せないものとなっ
てきており、日本自身の平和と繁栄を
維持していくためには、これまで以上
に国際社会全体の平和と繁栄に貢献
していくことが求められています。そ
のためには、従来のODAの枠にとら
われず、国際社会の新たな課題に適
切に対処し、日本の国際社会におけ
るプレゼンスの向上にも資する取組
が必要となっています。
　これに対して、日本国内のODAを

取り巻く環境は必ずしも好ましいもの
とはいえません。経済や財政の状況
が厳しい中、ODA予算は大幅に減少
しています。ODAに対する国民の共
感も低下しており、世論調査の結果
を見ると、経済協力を「積極的に進め
るべきだ」との意見が減る一方、「な
るべく少なくすべきだ」との意見が増
える傾向にあります。この背景には日
本の厳しい経済や財政の状況のほか、
第2次世界大戦後の日本の復興・経済
成長期に外国や国際機関からの支援
を受けた経験がない世代が増加し、
いわば「ご恩返し」としてのODAとい
う発想が支持を得られにくくなってい
ることもあると考えられます。また、
海外の出来事や国際貢献そのものへ
の国民の関心と支持も低下している
ことも一因と考えられます。
　今回の「ODAのあり方に関する検
討」は、こうした内外の情勢の変化に
対応し、ODAに対する国民の理解と
支持を確保し、ODAをより戦略的か
つ効果的に実施することを目指して
行われました。その結果は、2010年
6月に「ODAのあり方に関する検討　
最終とりまとめ」（以下「ODAのあり
方に関する検討」）として公表されてい
ます。第2節以下では、その内容を簡
単に紹介します。

長年にわたり、世界で高く評価されてきた日本のODA。しかし今、国内外の情勢の変化によって、
日本のODAの国際社会における存在感も国民からの支持も変化しています。

今回のＯＤＡのあり方に関する検討の背景と経緯
－ＯＤＡを取り巻く環境の変化
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注1　�OOF ： Other Official Flows

開発途上国への援助の意味が問われる中、外務省は、世界の共同利益を追求するための手段
との観点から、ODAの位置付けを捉え、ODAが中核を成す「開発協力」の重点分野として３本
の柱を立てました。

開かれた国益の増進－新たな開発協力の理念第 2節

　先に述べた国際環境の変化に伴い、
開発途上国の開発問題にかかわる関
係者と開発途上国への資金の流れも
多様化しています。そうした中、開発
途上国への支援は、ODAだけではな
く、ODA以外の公的資金（OOF（注1））

や非公的部門（企業、NGO、市民）に
よる活動も含めて捉えることが適切
かつ必要です。そのため、「ODAの
あり方に関する検討」においては、「開
発協力」という概念を提示し、開発途
上国への支援を捉えることとしまし

た。その上で、ODAはこの開発協力
の中核を成すものと位置付け、ODA
とOOFや非公的部門との連携、さら
には、より広い「国際協力」という枠
組みの中でのODAの役割を考えて
います。

　「ODAのあり方に関する検討」にお
いては、「開かれた国益の増進－世界
の人々とともに生き、平和と繁栄をつ
くる」を理念として掲げました。この
理念は、次のような基本的考え方に
基づいています。
　まず、日本の平和と豊かさは、世
界の平和と繁栄の中でこそ実現可能
です。このような信念の下、日本は、

引き続き国際社会の様々な課題を解
決するために積極的に貢献し、それ
により、日本にとってより良い国際
環境を整えていく必要があります。
　また、開発途上国への援助は、グ
ローバル化が進み、国境の垣根が低
くなった今、決して先進国から開発
途上国への「慈善活動」ではなく、日
本を含む世界が共同利益を追求する

ための「手段」です。 
　国際社会が直面する新たな課題に
対応してこの理念を実現するために
は、ODAのみならず、官民の「人」、「知
恵」、「資金」、「技術」をすべて結集し
た「オール・ジャパン」の体制で開発協
力に取り組む必要があります。

1. 「開発協力」の中核としてのODA	

2. 開発協力の理念	

国際協力

開発協力

EPA＊1 PKO＊2

科学技術協力

ODA

民間企業 NGO

革新的資金調達OOF

図表 Ⅱ-1 　「開発協力」の概念

＊1　�EPA ： Economic Partnership Agreement　経済連携協定
＊2　�PKO ： Peace Keeping Operations　国連平和維持活動
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注2　�人々が恐怖と欠乏から解放され、尊厳ある生命を全うできる社会・国の実現のために、人間一人ひとりに焦点を当て、①その保護と能力強化、②相互に関連する諸課題への包括的な対処、
③多様な関係者との連携を重視する考え方。

　この理念の下で行う開発協力の重
点分野として、「ODAのあり方に関

する検討」では、以下の３本柱を掲げ
ました。

3. 開発協力の３本柱

第
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　同じ人間としての共感を持って、
開発途上国の人々と共に人間の安全
保障（注2）の実現を図ります。また、

MDGsの達成に向け、貧困削減
につながる持続的成長、保健、
教育に重点的に取り組みます。

　平和と安定はMDGs達成の前提条
件でもあります。紛争を予防し、再
発を防ぎ、平和を定着させるため、

緊急人道支援から、治安の確保、
復興・開発に至るまでの継ぎ目の
ない支援（平和構築）を行います。

　開発途上国の成長は、開発途上国
が自立的に発展していくための前提
条件です。戦後日本自らが体験した
復興や成長、そして日本の知識・技術・
制度を世界と共有しつつ、開発途上
国の持続的成長を後押しします。こ
れは、日本経済の活性化にもつなが
ります。特に、中進国・新興国への協
力にはODAと併せてODA以外の手

段も活用し、日本の成長戦略に
おけるODAの活用も念頭に置き
つつ、多様な関係者および手段
との連携を図ります。中でも環
境（気候変動を含む）、インフラ
整備および投資環境整備（法・制
度整備を含む）に重点的に取り組
みます。

（１）貧困削減－ミレニアム開発目標（MDGs）達成への貢献

（２）平和への投資

（３）持続的な経済成長の後押し

カブール市第4地区識字教室（女性クラス）の様子（アフガニスタン）
（写真提供 ： JICA）

除隊兵士を対象とした自動車整備の職業訓練（スーダン）
（写真提供 ： JICA）

ニューデリーのラジブチョーク駅で電車を待つ人たち（インド）
（写真提供 ： 久野真一／JICA）




